




は じ め に 
 
 赤十字事業の推進につきましては、平素より県民の皆さま並びに地区・分区をはじめとする関
係者の皆さまの温かいご支援とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 
 日本赤十字社は、「災害からいのちを守る活動」として、様々な災害や事故の現場に救護班等
を派遣し、被災者への医療の提供や救援物資の配付、こころのケアなど幅広い活動を展開する
ほか、頻発化・多様化する自然災害の発生を踏まえ、日本赤十字社の災害対応に関する豊富な経
験を活かし、防災・減災活動にも積極的に取り組んでおります。 
令和６年度の支部事業につきましては、能登半島地震での災害対応を踏まえ、適切な救護活

動が行えるよう関係機関と連携した訓練を実施するとともに、大規模災害に備え、災害対応能
力の強化と救護活動に必要な資機材等の充実を図りました。 
 また、定期的に防災セミナーや防災教育、防災関連イベントを実施し、県内における地域防災
力の向上に努めたほか、水戸ヤクルト販売㈱など様々な企業・団体との連携による社外ネット
ワークの活用により、防災セミナーや救急法等の講習普及を推進しました。 
 これらの活動は、地区・分区や自治会を通じた各世帯の皆さま、各種団体及び法人からの活動
資金を財源としております。皆さまのご協力により、継続した事業が実施できておりますことに、
改めて厚くお礼申し上げます。 
医療事業につきましては、水戸赤十字病院においては、リニアック棟の竣工及び高性能な放射
線治療装置の稼働により、がん患者への診療体制の拡充が図られました。さらに、救急患者受入
体制の充実を図り、救急車受入数や紹介件数が増加するなど、県央地区において、安心で安全な
医療の提供を実践し、中核病院としての役割を果たしました。一方、古河赤十字病院は、これま
でと同様に県西地域における「地域医療支援病院」として地域のクリニックとの連携強化を図り、
地域住民の健康を守る医療を実践しました。また、医師のみでなく全職員の働き方改革を推進し
医療DXに取り組みました。 
福祉事業につきましては、児童福祉法に基づき認可設立された乳児院において、家庭のさまざ
まな事情により、養育困難な就学前の乳幼児を必要な期間養育しました。 
血液事業につきましては、都道府県の枠を超えたブロック化による需給体制のもと、広域的に
血液の需要と供給のバランスを調整し、血液製剤を医療機関へ安定的に供給することができまし
た。また、各献血会場におきましては、献血者の安全確保に努めるとともに、事前予約の推進に
よる待ち時間の短縮等、顧客満足向上のための活動を職員全体で取り組んできました。 
日本赤十字社では、引き続き医療の提供や血液製剤の供給など安定的な事業継続に努め、多く
の方々の期待と信頼に応えるため、業務を遂行してまいります。 

これからも日本赤十字社茨城県支部は、「人のいのちと健康、尊厳を守る」という「赤十字の社
会的使命」に基づき活動を続けてまいりますので、今後とも、より一層のご支援ご協力を賜りま
すよう心よりお願い申し上げます。 

日本赤十字社茨城県支部（令和 7年 4月） 
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能登半島地震での災害対応を踏まえ、適切な救護活動が行えるよう関係機関と連携し
た訓練を実施するとともに、大規模災害に備え、災害対応能力の強化と救護活動に必要
な資機材等の充実を図りました。 
 
（１）能登半島地震の検証による今後の課題 
 救護活動に従事した救護員を対象としたアンケートや医療コーディネーター等を   
中心に検証した結果、令和６年度以降、順次以下の課題に取り組むこととしました。 
・人材育成：eラーニング導入、訓練・研修会の充実 
・救護資機材の充実：医療資材やロジスティクス関連資材の整備 
・救護体制の強化：対応計画の見直し、対策本部機能の強化、メンタルヘルス対策 
 
（２）新たな救護員育成体系による訓練・研修の実施 
 本社が定めた救護員育成体系を基に、能登半島地震の活動検証を踏まえたプログラ
ムを加え、新たに「日本赤十字社茨城県支部救護員育成要綱」を定め、医療救護班な
ど延べ２４２人の救護員を養成しました。 
特に、連絡調整や物資の調達などのロジスティクスを担う救護員の強化が課題であ
ったため、情報管理、通信機材の取り扱い、車両走行に関する研修等を新たに企画し
育成を図りました。 

（３）救護班や支部に整備する資機材整備 
能登半島地震の救護活動の検証結果を踏まえ、首都直下地震など大規模災害に備え、
医療機器や車両、通信機材など災害対応能力の強化と救護活動に必要な資機材等の充
実を図りました。 

 
 
重点事業１ 災害救護体制の強化 

関東甲越の日赤支部合同総合訓練 救急車を使った走行研修 



 
地域における赤十字活動の推進者であり、地域の実情に精通した地域奉仕団など、赤

十字ボランティアの主体的な社会活動を推進しました。 
 

（１）地域災害対応力向上のための取組 
ア ボランティアが防災教育指導者となり、地域組織（自治会等）や企業、団体、 
学校向けに赤十字防災セミナーを開催し、知識や技術を普及しました。 
セミナー実績；開催回数：24回  参加者数：815 人 

イ 教職員向けに、防災教材指導者研修会を開催し、指導者を養成し地域の防災・ 
減災に寄与しました。 
セミナー実績；開催回数：1回 参加者数：140人 

 
（２）ボランティア研修の継続的な実施 
  ア 奉仕団員を対象にリーダーとして団の活動を活発にし、赤十字の一層の推進を 

図るためのリーダーシップ研修会を開催しました。 
 研修実績；開催回数：1回 参加者数：27人 

  イ 青年奉仕団は、神奈川県ライトセンター（視覚障害者を対象に点字図書・録音 
図書の製作・貸出などを行っている施設）を視察し、神奈川県視覚障害援助奉仕 
団との交流会に参加し意見を交換しました。 

    参加者：青年奉仕団員、奉仕団支部委員会役員等 14人 
 

（３）各団体との連携 
  ア 水戸ヤクルト販売（株）と健康づくりや防災に関する連携協定を締結したほか、

常磐大学と災害時要配慮者向けの非常食レシピ開発に取り組みました。 
イ これらの企業・大学等と連携し、赤十字奉仕団や防災活動に取り組む市民等に
防災や健康づくりに関するセミナーの普及を図りました。 

 
 
重点事業２ ボランティア主体の活動充実 

水戸ヤクルト販売（株）との協定締結式 レシピ開発に取り組んだ常磐大学の学生 



 
世帯からの活動資金の減少が続く中、日本赤十字社の使命や赤十字事業を分かりやす

く伝えるため、マスメディアへのプレスリリース・情報提供、SNS での情報発信を積
極的に行い、多くの県民から共感を得られるよう努めました。 
また、新たに開始した「いばらき赤十字法人サポーター」制度の周知と加入促進を行

い、法人からの活動資金の増強・定着化を図るなど、活動資金の確保に努めました。 
 
（１）広報活動 
ア マスメディアへのプレスリリースにより、能登半島地震活動報告や常磐大学
との炊き出しレシピ開発など、新聞、テレビ等で取り上げられたほか、ＳＮＳへ
86回投稿するなど、積極的に情報発信を行いました。 

イ 1 万円以上の寄付者に対して支部オリジナル卓上カレンダーの配付、2千円以
上の寄付者に対してサンクスレターの送付を行うことにより、赤十字事業の周
知を図るとともに継続支援につなげました。 

 
（２）活動資金の確保 
 ア 自動車免許新規取得者・更新者、救急法受講者等に対して、一次救命処置の手

順を記載した振込用紙付チラシを配布し、活動資金への協力を依頼しました。 
 イ 水戸みやぎん寄席を会場とした「遺贈・相続財産寄付セミナー」を通じて、遺

贈寄付等に関心を持つ方に対してパンフレットの配付や関連情報の周知を行い、
赤十字への寄付を呼びかけました。 

  第 1回 令和 6年 7月 26日 参加者：30名 
   第 2 回 令和 7年 2月 28日 参加者：28名 
ウ 令和 6年 10月から新たに開始した「いばらき赤十字法人サポーター」制度に
ついて、経済 5団体、業界団体、有功会員等に対して周知を図り、継続的に赤十
字活動を支援いただける法人の獲得に努めました。 

 （令和 7年 3月 31日現在） 

いばらき赤十字法人サポーター 登録社数 
ゴールドサポーター（活動資金への寄付 年間 10万円以上） 14 
シルバーサポーター（    〃    年間 5 万円以上） 15 
ブロンズサポーター（    〃    年間 3 万円以上） 8 

計 37 

 
 
重点事業３ 広報活動の充実と活動資金の確保 



（１）ＤＸの推進 
急速に進む社会のデジタル化を踏まえ、「茨城県支部管内施設デジタル推進検討会」
において、DXを推進し赤十字事業のサービス向上と業務効率化を図りました。 
 

主な取組（県内全施設） 
 ア AI-OCR（画像から文字を認識してデータ化する機能）の導入 
 イ 日赤本社が契約しているデジタルツール「office365」の一層の利活用推進 
ウ 全職員対象のRPA（定型で繰り返し多い業務の自動化ツール）や生成AI 

  （学習データから文章や画像を自動生成する人工知能）に関する研修の実施 
 

（２）ＧＸへの対応 
 気候変動の影響は、激甚化する水害や猛暑などによって人間のいのちと健康、尊厳を
脅かす人道上の危機であることから、気候変動の緩和に向けて、県内各施設で温室効果
ガスの排出量削減の取組みを展開いたしました。 
 
主な取組（支部） 
ア 公用車の環境対応車両への更新 
イ 紙の使用量と電力使用量の測定 
ウ 支部ホームページにおけるGX特設サイト（各施設のGXの取組を掲載）の開設 
エ 赤十字関係者への啓発活動（メール署名へのリンク設定／名刺への QR コード

の掲載） 

 
 
重点事業４ ＤＸの推進、ＧＸへの対応 



日本赤十字社の災害救護活動は赤十字本来の使命に基づく最も重要な事業であり、災害発生
時には赤十字の基本原則に従い、また災害対策基本法による「指定公共機関」として救護活動
を展開します。 
令和６年度は市町村等防災関係機関との連携を図り、実践的な災害救護訓練・研修を行いま
した。 

（１）常備救護班等の訓練・研修の実施 
当支部では医師、看護師、主事等からなる医療チーム（常備救護班）９個班（水戸赤十字病
院６個班、古河赤十字病院３個班）を保有しております。 
救護班員の救護技術の向上及び防災関係機関や赤十字ボランティア等との連携を図るため、
災害救護訓練や巡回診療訓練、こころのケア研修会等を実施しました。 

実施日 訓練・研修名 開催地 

6 月 5日 支部資機材取扱訓練 日赤茨城県支部 

6 月 18日 こころのケア研修会 古河赤十字病院 

7 月 5日～7月 6日 日赤災害医療コーディネート研修会 日赤本社 

7 月 30日 救護班要員研修Ⅰ（基礎編） 水戸赤十字病院 

9 月 11日 救護班要員研修Ⅰ（基礎編） 古河赤十字病院 

9 月 27日 主事等研修会（Basic） 日赤茨城県支部 

10月 9日～10月 10日 こころのケア指導者養成研修会 日赤本社 

10 月 31日 救護班要員研修Ⅰ（応用編） 常陸太田市 

11月 23日～11月 24日 日赤災害医療コーディネート研修会 日赤本社 

11月 30日～12月 1日 第２ブロック支部総合訓練 日赤千葉県支部 

12 月 19日 支部災害対策本部運営訓練 日赤茨城県支部 

12月 21日～12月 22日 救護班要員研修Ⅱ 日赤東京都支部 

1 月 31日 主事等研修会（Advance） 茨城町 

2 月 15日 
日赤災害医療コーディネートフォローア
ップ研修会 

オンライン 

2 月 18日 こころのケア研修 水戸赤十字病院 

3 月 19日 災害対策本部要員研修 日赤東京都支部 

 １ 災害救護活動等の充実・強化 



（２）防災セミナーの実施 
 地域住民の方々が、自らいのちを守り、被災に伴う心身の苦痛を軽減することを目的とした
「赤十字防災セミナー」は、参加者の「自助」「共助」の向上を目的としています。 
 主に、地区分区・自主防災組織等の地域コミュニティを対象に、県内各地でセミナーを実施
しました。 
 開催回数（合計）：24回  参加者数（合計）：815 人 
 
（３）防災イベントの実施 
ア 防災わくわくワークショップ 
 小学生が、気象実験や炊き出し体験を通じて防災を学ぶワークショップを開催し、赤十字
事業を PRしました。 
 日時：令和６年８月 23日 場所：支部    参加者：48人 

イ 家族で体験！BOSAI キャンプ 
 災害時における知識や技術を身に付け防災意識を高めるため、茨城新聞社と共催し家族を対
象にした防災関連イベントを開催しました。 
日時：令和７年３月９日 場所：水戸市千波湖 参加者：1,100 人 

ペットボトルを使って気象実験 

初めて？の無線機体験 親子で心肺蘇生を体験 

親子で非常食作り 



（４）救援物資の充実及び救護資機材の配備 
大規模災害等に備え、当支部及び地区・分区等に毛布や緊急セットなどの救援物資を備蓄し
たほか、救護資機材を配備しました。 
 
 ア 救援物資の充実 
    災害用布団セットを 120 組整備しました。 

備蓄の状況（令和７年３月 31日現在） 

品目 備蓄数 
毛布 350 枚
緊急セット 642 組
タオルケット 2,570 枚
ブルーシート 430 枚
布団セット 178 組
安眠セット 162 組

緊急セット内容品  

救援物資配布状況（令和６年４月１日～令和７年３月 31日） 

品目 配布数 品目 配布数 

毛布 120 枚 ブルーシート 30 枚
緊急セット 30 組 布団セット 126 組
タオルケット 30 枚 安眠セット 48 組

イ 支部の救護資機材等の整備 
    災害現場の悪路でも走行可能な救援車両、救護活動用に高性能ＰＣを整備しました。 

救援車両 救護活動に活用する高性能ＰＣ 



ウ 地区分区への救護資機材の配備 
配備品目 配備数 配備先の地区分区 

① 救援車両 計４台  
 軽ワンボックス ３台 五霞町、鉾田市、利根町 
 普通車バン １台 大子町 
② 中型倉庫 １基 常総市 

③ 簡易型テント ７張 常総市（３張）、坂東市、守谷市、常陸太田市、
美浦村

 
（５）防災ボランティアの活動強化 

防災ボランティアリーダー・地区リーダーは、災害時のボランティア活動を円滑に行うた
めのコーディネートやボランティアセンターの運営等を行います。 
 

 ア 防災ボランティアリーダーの主な役割 
    当支部において、赤十字ボランティアへの連絡や調整などを支援します。また、平時

は、地区リーダーの研修指導を行います。 
   ※ 防災ボランティアリーダー ６人 
 イ 防災ボランティア地区リーダーの主な役割 
    被災地の災害ボランティアセンターにおいて、ボランティアの受付や、ボランティア

ニーズのマッチングなどを支援します。 
   ※ 防災ボランティア地区リーダー 38 人 「23地区・分区」 
 ウ 研修・訓練の状況 

実施日 訓練・研修名 開催地 
12 月 13日 防災ボランティア地区リーダー研修会 日赤茨城県支部 

 
 
（６）臨時救護の実施 
  スポーツイベントや各種大会等の多くの人が参加する諸行事に対して、主催者からの要請に
より看護師の資格を持つ看護奉仕団員を派遣し、傷病者の救護にあたりました。 

 
派遣行事数（回） 派遣日数（日） 派遣者数（人） 取扱患者数（人）

15 17 30 10 



（７）災害義援金の受付 
自然災害等で被災された方々を支援するため、災害義援金を受け付けました。 
 
令和６年度に受け付けた国内義援金 

義援金名 件数 金額（円） 
令和６年能登半島地震災害義援金 646 33,378,305 
令和６年７月25日からの大雨災害義援金（秋田県・山形県） 25 170,011 
令和６年９月能登半島大雨災害義援金 197 7,321,581 
令和６年沖縄県北部豪雨災害義援金 7 47,881 
令和７年大船渡市赤崎町林野火災義援金 41 1,964,842 

合計 916 42,882,620 
                                   （当支部受付分） 

皆さまからお預りした義援金は、全額を義援金配分委員会に送金し、その後、被災者の
方々へ届けられます。 

 
  （（参考）義援金と活動資金の違い 



 赤十字の使命「いかなる状況下でも、人間のいのちと健康、尊厳を守る」に基づき、人命を
救う方法や健康で安全に暮らすための知識と技術を普及するため、救急法等の講習を開催して
います。 
 令和６年度は、水上安全法指導員養成講習を実施し、水難事故防止と救助技術の普及を促進
しました。また、茨城県教育委員会の後援を受け、教職員を対象に救急法講習を開催し、応急
手当の知識と技術の普及に努めました。 
 
 
（１）講習の種類と内容 
ア 救急法  
心肺蘇生、AEDの使い方、気道異物除去を中心に一次救命処置の基本を学ぶ「基礎講習」や
日常生活における事故防止、手当の基本、災害時の心得などを学ぶ「救急員養成講習」、希望に
応じて講習の内容の一部を学ぶ「短期講習」を開催しました。 
 
イ 水上安全法 
水と親しみ、水の事故から人命を守るため、事故防止、溺れた人の救助、応急手当などの
知識と技術を学ぶ「救助員養成講習」、希望に応じて講習の内容の一部を学ぶ「短期講習」を
開催しました。 
 
ウ 健康生活支援講習 
高齢社会を迎え、高齢者の健康的な生活を支える地域の担い手が必要とされていることから、
健康増進の知識や高齢者の支援・自立に役立つ介護技術などを学ぶ「支援員養成講習」、希望に
応じて講習の内容の一部を学ぶ「短期講習」を開催しました。 
 
エ 幼児安全法 
子どもを大切に育てるために、乳・幼児期に起こりやすい事故の予防と手当、かかりやすい
病気と発熱・けいれんなどの症状に対する手当などの知識と技術を学ぶ「支援員養成講習」、希
望に応じて講習の内容の一部を学ぶ「短期講習」を開催しました。 
 
オ オンライン講習 
救急法及び幼児安全法の一次救命処置に関する講習を、職場や自宅等で気軽に受講できるよ
うオンラインで実施し、時間的制約がある方でも受講しやすい環境を整え講習普及の拡充を図
りました。

 
 
２ 救急法等講習の実施 



 

 

県内の教職員が救急法の基礎を学ぶ    アウトドア愛好家向けに心肺蘇生を普及 

（２）指導員の養成 
講習事業を安定的に継続するため、その担い手である指導員を計画的に養成しています。 
令和６年度は水上安全法の指導員を養成し、新たに８人の指導員が誕生しました。 

 
 
 
 
 

（３）講習の実施回数 

種別 年度 
基礎 養成 

短期講習 
（集合型） 

短期講習 
（オンライン型） 合計 

回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数

救急法 
6年度 60 1,277 26 630 138 4,319 10 1,062 234 7,288
5年度 58 1,245 24 638 137 3,772 20 3,061 239 8,716

水上安全法 
6年度   8 78 9 599 0 0 17 677
5年度   11 113 5 216 0 0 16 329

健康生活支援講習 
6 年度   5 33 12 319 0 0 17 352
5年度   1 11 14 468 0 0 15 479

幼児安全法 
6年度   9 120 35 692 1 110 45 922
5年度   4 49 30 508 10 2,597 44 3,154

合計 
6年度 60 1,277 48 861 194 5,929 11 1,172 313 9,239
5年度 58 1,245 40 811 186 4,964 30 5,658 314 12,678

搬送訓練 模擬学科講習 



 
 
 
少子高齢化や災害の多発化などの地域課題に対し、講習や防災セミナー等のコンテン

ツ、奉仕団員等の人的資源、地区分区などのネットワークを活用し、市民の「自助」や
「互助」意識の醸成を図り、より良い地域づくりの一助となることを目的に地域包括ケ
ア事業を実施しています。 
令和６年度は、災害時要配慮者向け非常食のレシピ開発や、少子高齢社会における、

私たち自身の望みについて、自ら考え、信頼する人たちと話し合う「人生会議」の講演
会を実施しました。 
 

（１）災害時要配慮者向け炊き出しレシピの開発 
激甚化する自然災害に伴い、避難生活が長期化する傾向にあります。 
このため、被災者の栄養不足による健康悪化が懸念され、特に高齢者、障がい者、乳

幼児、外国人などの災害時要配慮者への支援が重要となります。 
常磐大学人間科学部健康栄養学科基礎栄養学研究室（住吉克彦教授と学生 10名）と

の共同事業として、災害時要配慮者に適した炊き出しレシピ 10品を開発しました。 

（２）今後の人生に備える「人生会議」についての講演会 
自身の望みや大切にしていること、もしもの時、どのような医療やケアを望んでい

るかを自ら考え、信頼する人たちと話し合う「人生会議」（ＡＣＰ:アドバンズ・ケア・
プランニング）を目的に、水戸赤十字病院の看護師による講演会を開催しました。 
 ・日 時：令和７年２月 13日 
・参加者：43人 
・会場：日本赤十字社茨城県支部 

 
 
３ 地域包括ケア事業の実施 

トマトカレーとお麩とジャガイモの煮物 



赤十字奉仕団は、赤十字の使命である人道を社会で実践しようとする人々が集まるボランティ
ア組織であり、「地域赤十字奉仕団」、「特殊赤十字奉仕団」、「青年赤十字奉仕団」で構成され
ています。団員は、救急法等赤十字講習の指導、病院や乳児院におけるボランティア、献血推進
などの活動や地域ニーズに応じた社会福祉活動など幅広く参加・協力しています。 

（１）奉仕団の結成促進と団員の確保 

地域奉仕団の未結成地区への働きかけを行い、 

母体となる団体の検討など、結成に向けての 

協議を進めました。今年度は常陸太田市赤十字 

奉仕団奉仕団が結成され、７月１日に常陸太田 

市役所の会議室において結成式を開催しました。 

青年奉仕団については、SNS等を活用し、団員 

確保に努めました。 

（２）奉仕団活動の活性化 

ア 委員会・研修会の開催 

名 称 開 催 日 会 場 参加者数
（人） 内 容 

赤十字奉仕団 
茨城県支部委員会 

7 月 3日 日本赤十字社茨城県支部 35 令和 5年度 
支部事業報告 等 

2 月 13日 日本赤十字社茨城県支部 36 令和 6年度 
支部事業計画 等 

地域赤十字奉仕団 
活動活性化委員会 

7 月 3日 日本赤十字社茨城県支部 4 会議報告、活性化に向
けた協議 等 

2 月 13日 日本赤十字社茨城県支部 7 
奉仕団活動事例、奉仕
団行事予定について 
等 

リーダー研修会 1 月 27日 日本赤十字社茨城県支部 27 
ボランティア活動の進
め方、リーダーシップ
について     等 

 ４ 赤十字奉仕団活動の充実・強化 

常陸太田市赤十字奉仕団結成式 



イ 奉仕活動の実施 
（ア）地域赤十字奉仕団 

     市町村ごとに組織され、それぞれの地域ニーズに応じた様々な社会福祉活動を行いました。 
   ・活動資金及び災害義援金の募集、赤十字イベントの支援、防災訓練への参加 
   ・災害時の炊き出し 
   ・高齢者、生活困窮者等の支援や児童育成の地域支援活動 など 

（イ）特殊赤十字奉仕団 
    アマチュア無線や看護師の資格、語学など専門的な知識と技術の有資格者で組織され、災

害救護活動、救急法等の普及、社会福祉施設での支援など、様々な活動を行いました。 
   ・防災訓練への参加(無線通信など) 

・赤十字講習(救急法、水上安全法、幼児安全法、健康生活支援講習)の指導 
   ・青少年赤十字の支援、支部や乳児院での奉仕 

奉仕団リーダーシップ研修会 地域イベントでの募金活動 
（坂東市赤十字奉仕団） 

イベントでの救急法指導 
（安全奉仕団） 

子どもたち対象の無線通信体験 
（アマチュア無線奉仕団） 



（ウ）青年赤十字奉仕団 
    大学生で組織され、他施設の視察やイベントでの献血推進活動を行いました。 

ウ その他奉仕団の育成関係 
（ア）奉仕団活動助成金の交付 
   特殊奉仕団（６団）・青年奉仕団（２団）に対し助成金を交付し、活動の充実を図りました。 
 
（イ）奉仕団活動の情報発信 
   日本赤十字社茨城県支部ＷＥＢサイトの奉仕団ページにより、各奉仕団の活動を発信しま

した。 

（３）地域防災力向上のための防災・減災への取組 

  地域奉仕団による炊き出しや救急法を学ぶ防災研修を実施したほか、日赤の災害救護活動の

歴史を知ることを目的に日本赤十字社本社を見学するなど、各地域において防災力向上を図る

ための活動に取り組みました。 

神奈川県ライトセンターの視察 献血呼びかけ 



 

 
青年赤十字奉仕団 

 
 
 

茨城県支部奉仕団 総数 

1 水戸市赤十字奉仕団 1,831 
2 日立市赤十字奉仕団 49 
3 土浦市赤十字奉仕団 33 
4 古河市赤十字奉仕団 224 
5 石岡市赤十字奉仕団 76 
6 結城市赤十字奉仕団 98 
7 龍ケ崎市赤十字奉仕団 20 
8 下妻市赤十字奉仕団 82 
9 常総市赤十字奉仕団 116 
10 常陸太田市赤十字奉仕団 88 
11 高萩市赤十字奉仕団 11 
12 北茨城市赤十字奉仕団 290 
13 笠間市赤十字奉仕団 99 
14 取手市赤十字奉仕団 150 
15 牛久市赤十字奉仕団 20 
16 つくば市赤十字奉仕団 282 
17 ひたちなか市赤十字奉仕団 106 
18 鹿嶋市赤十字奉仕団 93 
19 潮来市赤十字奉仕団 11 
20 常陸大宮市赤十字奉仕団 14 
21 那珂市赤十字奉仕団 32 
22 筑西市赤十字奉仕団 994 
23 坂東市赤十字奉仕団 6 
24 稲敷市赤十字奉仕団 52 
25 かすみがうら市赤十字奉仕団 272 
26 桜川市赤十字奉仕団 休止 
27 神栖市赤十字奉仕団 133 
28 行方市赤十字奉仕団 56 
29 鉾田市赤十字奉仕団 126 
30 つくばみらい市赤十字奉仕団 28 
31 小美玉市赤十字奉仕団 16 
32 茨城町赤十字奉仕団 62 
33 大洗町赤十字奉仕団 34 
34 城里町赤十字奉仕団   休止 
35 東海村赤十字奉仕団 45 
36 大子町赤十字奉仕団 142 
37 美浦村赤十字奉仕団 29 
38 阿見町赤十字奉仕団 64 
39 河内町赤十字奉仕団 12 
40 利根町赤十字奉仕団 14 
41 八千代町赤十字奉仕団 9 
42 五霞町赤十字奉仕団 20 
43 境町赤十字奉仕団 48 
 計 5,887 

 奉仕団名 団員数
（人）

1 アマチュア無線奉仕団 63 
2 看護奉仕団 37 
3 青少年赤十字賛助奉仕団 168 
4 乳児院奉仕団 49 
5 メディカルチーム・21奉仕団 31 
6 語学奉仕団 12 
7 柔道整復師会奉仕団 238 
8 安全奉仕団 106 
9 Eco＆Cross 奉仕団 11 
       計     715 

 奉仕団名 団員数
（人）

1
茨城大学 
学生赤十字奉仕団 

70 

2
茨城キリスト教大学 
学生赤十字奉仕団 

127 

 計 197 

奉仕団種別 団数 団員数
（人） 

地域赤十字奉仕団 43 5,887 

特殊赤十字奉仕団 9 715 

青年赤十字奉仕団 2 197 

計 54  6,799 

【赤十字奉仕団の結成状況】
（令和 7年 3月 31日現在）

地域赤十字奉仕団  特殊赤十字奉仕団 



青少年赤十字は、将来を担う児童・生徒が、赤十字の精神である「人道」に基づく実践活動を
通して「生きる力」を養うとともに、世界の平和と人類の福祉に貢献できる人間を育成すること
を目的としています。また、教員を指導者として、小・中・高等学校や特別支援学校、幼稚園・
保育所の中に組織され、幼児教育や学校教育の中で展開しています。 
青少年赤十字メンバーは、「気づき、考え、実行する」という態度目標と、「健康・安全」「奉仕」
「国際理解・親善」という実践目標を掲げ、青少年の発達段階や地域、各学校の実情に合わせた
活動をしています。 
令和6年度は、5年ぶりに北関東三県支部青少年赤十字国際交流事業を再開したほか、県教育委
員会、青少年赤十字指導者協議会、青少年赤十字賛助奉仕団と連携を図り、加盟促進に努めまし
た。 

（１）青少年赤十字活動の充実と加盟促進 
ア 活動の充実  
（ア） 青少年赤十字の最も特徴的な教育プログラムである「リーダーシップ・トレーニン 

グ・センター」を開催し、集団生活や活動体験等を通してリーダーとして必要な自主
的、自発的生活態度の育成及び、人道を基調とする赤十字精神の高揚を図りました。 

（イ） 学校教育の中で青少年赤十字が積極的に活用されるよう、指導者を対象とした
「青少年赤十字指導者研修会」、校長・教頭を対象とした「校長・教頭研修会」を
開催しました。 
また、青少年赤十字活動の更なる活性化を図るため、日本赤十字社本社や第2ブロ
ック指導者協議会が主催する会議等へ指導者を派遣し活動の中心となるリーダーを
養成しました。 

名 称 期 間 会 場 参加校・人数 
リーダーシップ・ 

トレーニング・センター 
8月6日 
～8月8日 

水戸市少年自然の家 
中学生：5校18人 
高校生：5校15人 

５ 青少年赤十字の普及 

健康安全プログラム（包帯法） ワークショップ（JRC活動計画作成） 



 
 
 
 

 
 

（ウ） 青少年赤十字活動の活性化の一助となるよう、加盟校、新規加盟校に対して活動
助成金を交付しました。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

（エ） 指導者協議会と連携し、機関紙の発行を行いました。 
 
 
 

（オ） 県教育委員会、県指導者協議会、賛助奉仕団との関係強化を図りました。 
 
 
 
イ 加盟促進 
   青少年赤十字の未加盟校に対し資料提供を行うほか、県・市町村教育委員会と連携し、
加盟促進に努めました。 
【青少年赤十字加盟状況】 （令和7年3月31日現在） 

校種別 
加盟校
（園）数 

児童・生徒数（人） 
男 女 計 

幼稚園・保育所等 14 446 389 835
小  学  校 153 9,255 8,918 18,173
中  学  校 91 5,244 4,972 10,216
義務教育学校 4 534 539 1,073
高 等 学 校 70 1,711 2,010 3,721
中等教育学校 4 46 110 156
特別支援学校 3 38 24 62
通信制 1 10 10 20
合 計 340 17,284 16,972 34,256

名 称 期 日 会 場 参加人数 
青少年赤十字指導者研修会 7月12日 オンライン 指導者8人 

第2ブロック指導者協議会研究集会 8月28日 日赤東京都支部 指導者7人 
中央講習会 11月3日 日赤本社 指導者1人 

青少年赤十字研究会 1月10日 日赤本社 指導者1人 

校長・教頭研修会 2月10日 
日赤茨城県支部お
よびオンライン 

指導者等 
157人 

青少年赤十字モデル校（加盟校）  
北茨城市立中郷第一小学校 日立市立多賀中学校 
大子町立袋田小学校 那珂市立第四中学校 
行方市立玉造小学校 石岡市立東成井小学校 
坂東市立七重小学校 清真学園中学校 
県立牛久栄進高等学校 常総学院高等学校 

青少年赤十字チャレンジ校（新規加盟校） 
水戸市立内原小学校 県立海洋高等学校 

各部会 参加人数 期日 実施内容 

事業部会 指導者7人 10月30日 広報紙「いばらき」の作成 

名 称 期 日 会 場 参加人数 

茨城県青少年赤十字推進会議 7月9日 ホテルレイクビュー水戸 指導者ほか18人 



（２）防災教育の促進 
ア 防災教材の普及 

子どもたちが災害時の危険について効果的に学び、自分を守るための基礎的な知識や判
断力を身に付けられるよう、日赤が作成した防災教材「ぼうさいまちがしさがし きけんは
っけん」（幼稚園児等対象）、「まもるいのち ひろめるぼうさい」（小・中・高校生対象）
の普及を図りました。 
また、指導者養成と地域の防災・減災に寄与することを目的として幼・保育園の指導者
を対象に「防災教材指導者研修会」を開催しました。 

 
イ 生徒向け防災セミナー 

中学生青少年赤十字メンバーを対象に防災セミナー「能登半島地震から防災を学ぶ」を
実施し、能登半島地震に関する講義や防災ワークを通じて災害に関する知識を身につけ、
防災意識を高めました。 

 
（３）国際交流事業の推進 
 ア 北関東三県支部青少年赤十字国際交流事業 

北関東三県支部（茨城・栃木・群馬）合同事業として、青少年赤十字メンバー及び 
指導者をマレーシアへ派遣し、青少年赤十字の実践目標の 1つである「国際理解・親

善」の具体的な活動機会として、現地青少年赤十字メンバーとの交流を図りました。 

名 称 期 日 会 場 参加校・人数 

幼稚園・保育所向け防災教材指導者研修会 1月20日 オンライン 68園140人 

能登半島地震から防災を学ぶ 2月20日 オンライン 1校34人 

名 称 期 間 訪問国 参加人数 

北関東三県支部青少年赤十字国際交流事業
7月21日 
～7月26日 

マレーシア 
高校生5人 
指導者1人 

マレーシア赤新月社訪問 現地メンバーとの交流 



日本赤十字社は、国際赤十字の一員として、世界各地で人道的な活動を展開しています。 
令和 6年度は、開発途上国の人々のための保健医療支援事業などへの資金援助活動や、海外
で発生する自然災害により被害を受けた方々への救援金の受け付けなどを実施しました。 
（１）国際開発協力事業の推進（資金の援助） 
 ア 北関東四県支部（茨城・栃木・群馬・埼玉）は、国際支援の一環として、各支部から次の

資金援助を行いました。 
   ・保健医療支援事業（バングラデシュ赤新月社）に対して、50万円※の資金援助 

・青少年赤十字事業（バヌアツ赤十字社）に対して、50万円※の資金援助 
    ※当支部が援助した額 
 
（２）海外たすけあい募金キャンペーンの実施 

12 月 1日から 25日までの間、海外における紛争や災害、病気などで苦しんでいる人々
を支援するため、ＮＨＫと協働で「海外たすけあい」募金キャンペーンを行いました。 

救援金名 件数 金額（円） 
海外たすけあい 657 769,905 

（当支部受付分） 
（３）海外救援金の受付 

海外で発生した災害や紛争で苦しんでいる人を支援するため、海外救援金を受け付けま
した。  
令和 6 年度に受け付けた海外救援金 

救援金名 件数 金額（円） 
アフガニスタン人道危機救援金 1 10,000 
ウクライナ人道危機救援金 89 3,161,676 
イスラエル・ガザ人道危機救援金 21 78,762 
2024 年台湾東部沖地震救援金 115 4,589,380 
レバノン人道危機救援金 8 35,875 
青少年赤十字活動資金 13 79,424 
無指定海外救援金 5 24,876 

合計 252 7,979,993 
（当支部受付分） 

６ 国際支援活動 



日本赤十字社は、人道などの基本原則に基づき、保健医療活動をはじめ、国内外の医療救護
活動など幅広く社会に貢献できる看護師の養成を行っています。 
当支部では、将来、県内赤十字施設の看護師として活躍していただくため、茨城県支部支部
長推薦により入学した日本赤十字看護大学生に対して奨学金を貸与しています。 
 
  奨学金適用者の状況                  （令和 7 年 3 月 31 日現在） 

入学年 新規適用者数(人) 卒業(予定)年 
施設別就職者数(人) 

水戸赤十字病院 古河赤十字病院 
H17 2 H21 2 0 
H18 3 H22 2 1 
H19 5 H23 2 3 
H20 5 H24 3 2 
H21 6 H25 4 2 
H22 5 H26 2 3 
H23 6 H27 3 3 
H24 5 H28 3 2 
H25 5 H29 3 2 
H26 5 H30 3 2 
H27 4 H31 2 2 
H28 4 R2 2 2 
H29 3 R3 2 1 
H30 5 R4 3 2 
H31 4 R5 3 0 
R2 1 R6 0 1 
R3 1 (R7) 

 
R4 1 (R8) 
R5 0 ― 
R6 0 ― 
合計 70 ― 67 

日本赤十字看護大学での授業風景      日本赤十字看護大学での実習風景 

 ７ 看護師の養成 



日本赤十字社の使命や活動が多くの県民から共感を得られるよう分かりやすく伝えるなど、
積極的な広報の展開に努めています。 

（１）広報紙等の配布 
 赤十字の活動を支援する会員の皆さまに対して、 
広報紙「日赤茨城」（夏号：547,000 部、冬号： 
334,000 部）や「赤十字NEWS」（毎月 1,035 部） 
などを送付し、活動資金の使いみちや事業報告を行 
い、赤十字活動への理解促進を図りました。 
 
（２）マスメディアに対する情報提供及び SNSによる情報発信 
 新聞・ラジオ・タウン誌のメディアにて、当支部の防災事業への取り組みや、NHK海外た
すけあいや海外救援金などについて積極的に情報提供しました。 

  また、当支部事業の報告や赤十字講習、イベントの告知情報などの記事を投稿し、若年層
が赤十字活動へ関心を抱くように積極的な情報発信に努めました。 
・メディアによる発信・報道状況 

 
（３）イベントによる広報 
令和 7年 3月 9日、茨城新聞社と共同で、自助・ 

共助の防災意識を高めるため、災害時に役立つキャ 
ンプの知恵と技術を楽しく身に付けることを目的に、 
「家族で体験!ＢＯＳＡＩキャンプ」を開催しました。 
イベントでは、心肺蘇生体験コーナー、能登半島 
地震における救護活動の写真展示のほか、救護所や 
避難所を再現したコーナーでは、実際に使用した機材 
を参加者に直接触れていただきました。 

年度 
メディアによる発信・報道 SNSによる

発信 プレスリリース テレビ 新 聞 ラジオ タウン誌 計 
令和6年度 9 回 2 回 15 回 35 回 7 回 59 回 86 回 
令和５年度 ７回 ２回 15 回 34 回 18 回 69 回 82 回 

 

2024.Vol2       2025.冬号 

水戸市千波公園（さくら広場） 

８ 共感を得る広報の展開 



 茨城県支部では、地区分区扱いの活動資金が減少傾向にあることから、地区分区との連携を
強化するとともに、募集方法の多様化などに取組み、会員の増強と活動資金の確保に努めまし
た。 
 
（１）活動資金募集の目標額と実績額 
地区分区及び関係機関の理解と協力を得て募集活動を展開した結果、令和 6年度の活動資金
目標額 3億 7,500 万円に対し、約 3億 5,770 万円を募集することができました。 
 
令和6年度活動資金募集額 
・目標額 375,000,000円 
・実績額 357,771,881円（内訳：一般社資 312,045,391円 法人社資 45,726,490円） 

 
 
【茨城県支部の活動資金の推移】 

                   （単位：万円） 

 ９ 会員の増強と活動資金の確保 

(  )内は遺贈・相続財産寄付 

（0） （0） （900） （2,100） （0） （5,180） （250） （500） （130） （0） 



（２）会員の増強と活動資金募集の取組 
募集目標額を達成するため、次の取組を積極的に推進しました。 
 
ア 地区分区との連携 
（ア）地区分区の協力を得て、町内会等を通じて広報紙を配布し、赤十字活動への理解促進

や活動資金への協力を呼びかけました。 
（イ）地元企業等を個別訪問し活動資金への協力を依頼しました。 
 
イ 既存会員の維持・確保 
（ア）会員に対して挨拶状や定期広報誌、災害速報を発送し、事業成果や活動状況の報告及

び支援に対する謝意を伝え継続支援につなげました。 
（イ）支援の状況に応じ、職員担当制により会員個別に訪問するなど、継続的な協力を依頼

しました。 
（ウ）個人会員に対して口座振替やクレジットカードによる継続支援を依頼しました。 
 
 ウ 新規会員の獲得 
（ア）義援金・救援金等への協力者や優良企業等に対してダイレクトメールを発送し、活動

資金への協力を依頼しました。 
（イ）個人の祝事記念や法人・団体の周年記念で、活動資金への協力を依頼しました。 
（ウ）クレジットカードやスマホアプリなどの利便性の高い寄付方法を周知し、活動資金へ

の協力を依頼しました。 
（エ）寄付協力者に対してサンクスレター（礼状）を発送し、継続支援につなげました。 
（オ）自動車免許新規取得者・更新者、救急法講習受講者等に対して、一次救命処置の手順

を記載した振込用紙付きチラシを配布し、活動資金への協力を依頼しました。 
 
エ 法人対象の活動資金募集に注力 
（ア）経済5団体、業界団体、有功会員等に対し、「いばらき赤十字法人サポーター」制度の

周知を図り、継続的に赤十字活動を支援いただける法人の獲得に努めました。 
（イ）県支部のホームページや広報紙「日赤茨城」等において、「いばらき赤十字法人サポ

ーター」を掲載し、制度及び協力法人の周知を図りました。 
（ウ）地元企業を訪問して赤十字活動を丁寧に説明し、活動資金への協力を依頼しました。 
 
オ 遺贈・相続財産寄付の受付推進 
（ア）水戸みやぎん寄席を会場とした「遺贈・相続財産寄付セミナー」を通じて、遺贈寄付

等に関心を持つ方に対してパンフレットの配付や関連情報の周知を行い、赤十字への
寄付を呼びかけました。 

（イ）支部広報紙や新聞等の広報媒体を活用し、情報を広く発信するなど、推進を図りまし
た。 

（ウ）地元金融機関と連携し、遺贈・相続財産寄付の受付推進を図りました。 



　　　　（単位：円）
区分 一般社資（個人） 法人社資（企業等）

A B C＝A＋B
地区分区名
（市町村名）

町内会（世帯）・個人からの
協力額

企業・団体からの
協力額 合計

1 水戸市 18,656,909 672,998 19,329,907
2 日立市 8,244,965 1,357,500 9,602,465
3 土浦市 12,263,980 325,000 12,588,980
4 古河市 12,699,364 973,000 13,672,364
5 石岡市 6,095,350 725,000 6,820,350
6 結城市 6,210,650 951,500 7,162,150
7 龍ヶ崎市 5,191,886 478,000 5,669,886
8 下妻市 4,951,000 676,000 5,627,000
9 常総市 6,913,085 2,093,000 9,006,085
10 常陸太田市 7,741,650 253,000 7,994,650
11 高萩市 1,972,793 156,000 2,128,793
12 北茨城市 3,223,450 605,000 3,828,450
13 笠間市 8,537,720 871,000 9,408,720
14 取手市 8,625,945 711,728 9,337,673
15 牛久市 6,936,495 698,000 7,634,495
16 つくば市 11,924,482 1,110,000 13,034,482
17 ひたちなか市 14,815,903 295,911 15,111,814
18 鹿嶋市 2,797,373 1,170,000 3,967,373
19 潮来市 2,840,505 600,000 3,440,505
20 守谷市 3,916,134 260,000 4,176,134
21 常陸大宮市 5,290,851 940,000 6,230,851
22 那珂市 5,324,450 590,428 5,914,878
23 筑西市 10,369,700 2,373,000 12,742,700
24 坂東市 6,263,464 263,000 6,526,464
25 稲敷市 4,079,755 634,685 4,714,440
26 かすみがうら市 3,448,943 180,000 3,628,943
27 桜川市 5,497,563 881,000 6,378,563
28 神栖市 3,688,600 0 3,688,600
29 行方市 3,759,500 591,000 4,350,500
30 鉾田市 3,661,000 486,000 4,147,000
31 つくばみらい市 3,261,825 335,075 3,596,900
32 小美玉市 4,230,600 723,770 4,954,370
33 茨城町 3,771,500 255,000 4,026,500
34 大洗町 1,468,700 332,538 1,801,238
35 城里町 2,017,400 105,000 2,122,400
36 東海村 3,576,414 375,000 3,951,414
37 大子町 2,457,500 360,000 2,817,500
38 美浦村 2,192,832 175,000 2,367,832
39 阿見町 4,704,600 550,000 5,254,600
40 河内町 1,128,500 465,000 1,593,500
41 利根町 1,296,426 139,000 1,435,426
42 八千代町 2,350,000 895,000 3,245,000
43 五霞町 781,000 110,000 891,000
44 境町 2,796,000 530,000 3,326,000

地区分区計 241,976,762 27,272,133 269,248,895
支　　　　部 70,068,629 18,454,357 88,522,986
合　　　　計 312,045,391 45,726,490 357,771,881

令和６年度赤十字活動資金実績額 



（１）評議員会の開催  ※全議案とも原案通り承認  

 期日 会場 議事内容等 

第137回 令和 6年 6月 
日本赤十字社
茨城県支部 

・令和 5年度支部、施設事業報告 
・一般会計歳入歳出決算 
・医療施設特別会計歳入歳出決算 
・社会福祉施設特別会計歳入歳出決算

第138回 令和 7年 2月 
日本赤十字社
茨城県支部 

・令和 7年度支部、施設事業計画 
・一般会計歳入歳出予算 
・医療施設特別会計歳入歳出予算 
・社会福祉施設特別会計歳入歳出予算

 
（２）監査の実施 

 期日 会場 監査内容等 

委員監査  令和6年6月  書面監査 

・令和 5年度支部、施設事業報告 
・一般会計歳入歳出決算 
・医療施設特別会計歳入歳出決算 
・社会福祉施設特別会計歳入歳出決算
・財務諸表 

 10 評議員会・監査 



（１）水戸赤十字病院 
当院は、茨城県の「地域災害拠点病院」として災

害時における救援体制を整えているほか、地域周産
期母子医療センターや地域リハビリテーション広域
支援センター、地域医療支援病院、茨城県がん診療指
定病院などの指定を受け、県央地域の中核病院とし
て、患者サービスの向上を図るとともに、安全で安心
できる質の高い医療の提供に努めてきました。 
特に、医師をはじめとする医療人材の確保・育成

に取り組み、チーム医療の充実など医療の質の向上を
図るとともに、基幹型臨床研修病院として茨城県地域
医療支援センターとも連携し、地域を支える臨床研修医などの育成に努めています。 
令和6年度は、リニアック棟が竣工し、高性能の放射線治療装置が整備されたことにより、

がん患者への診療体制の拡充が図られました。また、地域医療連携課や医療福祉相談課を新
設し、地域の病院や医院等への積極的な訪問活動を実施するなど、地域との連携強化を図っ
たところです。 
経営面では、物価高騰や人件費高騰の影響を受けて厳しい状況が続く中、救急車搬送数や

紹介件数の増加により、収益は改善傾向にあることから、引き続き経営改善に務めてまいり
ます。 
 
ア 病床数・職員構成、患者数等 

病床数 職員構成 入院・外来患者数等 

 
636.9 人 

 
（内訳） 
 医師      81.2 人
 看護師   312.5 人
 医療技師 96.0 人
 その他  147.2人
（常勤換算数） 

入  院 外  来 

年間延べ患者数   78,920 人 年間延べ患者数 
  171,375 人 病床稼働率          66.5 ％ 

１日当りの患者数  
216 人 

１日当りの患者数 
     708 人 

イ 主な機能  
  地域災害拠点病院（ヘリポート有）、地域医療支援病院、紹介受診重点医療機関、第二次救急医
療施設、地域周産期母子医療センター、茨城県がん診療指定病院、地域リハビリテーション広域
支援センター、エイズ診療拠点病院、第二種感染症指定医療機関、基幹型臨床研修病院、病院機
能評価認定施設、ハイケアユニット病棟、緩和ケア病棟、地域包括ケア病棟、人間ドック施設、
7:1看護基準、産科医療補償制度加入機関 等 

 
ウ 診療科目 
     内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、リウマチ科、血液内科、脳神経内科 小児科、
外科、消化器外科、乳腺外科、血管外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、皮膚科、泌尿器科、
産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、病理診断科、緩和ケ
ア内科 
計25科  

11 医療事業 

許可 387床 
 一 般 
    378床 
 感染症 
     9 床 
 
実働 325床 



（２）古河赤十字病院 
  当院は、茨城県古河・坂東保健医療圏における 
「地域災害拠点病院」として災害時における即応体制
を整えているほか、「地域医療支援病院」として地域
包括ケアシステムの枠組みの中で、地域の病院やクリ
ニック、介護施設等と連携し、日本赤十字社の使命と
責任を持ち、地域の皆様の健康を守る最良の医療を 
提供することを目指しております。 
さらに自治医科大学との連携強化により、医学生が地域医療を学ぶ場として地域臨床教育 
センターを設置し、将来の医療を担う人材の育成に協力しています。 
令和 6 年度は能登半島地震を契機として、古河市職員や市民に向けて防災に関する研修・講
演を実施し、古河市と災害時における連携強化を図るとともに、地域の災害対応力の向上に貢
献しました。 
また、患者サービス向上のため電子処方箋システムを稼働し医療ＤＸを推進しました。 
病院経営については、健全経営に向け救急受け入れ率の向上や紹介患者増による医業収益の
改善を図りました。今後も収益改善に向け費用の抑制や医療 Ｘによる事務作業の効率化を図
るとともに、将来に向けて人材育成を進めていきます。 
ア 病床数・職員構成、患者数等 

病床数 職員構成 入院・外来患者数等 

 358 人 
 
（内訳） 
 医師     36 人 
 看護師    172 人 
 医療技師   65 人 
 その他    85 人
    （常勤換算数） 

入  院 外  来 

年間延べ患者数   50,305 人 年間延べ患者数 
  100,121 人 

病床稼働率      68.9％ 

１日当りの患者数  137.8 人 
１日当りの患者数 
    377.8 人

イ 主な機能 
  地域災害拠点病院、地域医療支援病院、紹介受診重点医療機関、第二次救急医療施設、病院
群輪番制病院、小児二次救急輪番病院、第二種感染症指定医療機関、透析センター、健診セン
ター、ＤＰＣ（包括医療）対象病院、自治医科大学古河地域臨床教育センター、労災保険指定
医療機関、急性期一般入院料１、地域包括ケア病棟（50 床）、新型コロナウイルス感染症重点
医療機関等  
ウ 診療科目 
内科、循環器内科、消化器・肝臓内科、腎高血圧科、内分泌・糖尿病内科、呼吸器内科、 
神経内科、血液内科、アレルギー疾患・リウマチ科、心臓血管外科、人工透析内科、外科、 
消化器外科、肛門外科、乳腺外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、精神科、泌尿器科、 
眼科、麻酔科、婦人科、皮膚科、耳鼻咽喉科、小児科、病理診断科  計 27科 

許可  200床 
 
 一 般 
   198床 
 感染症 
      2 床 

 
実働  200床 



日本赤十字社茨城県支部乳児院 
当乳児院は、児童福祉法によって認可設立さ

れた施設で、家庭のさまざまな事情により養育
困難な就学前の乳幼児を、県内の児童相談所よ
り措置や一時保護として預かり、昼夜にわたっ
て必要な期間養育しています。 

  
（令和 7年 3月 1日現在） 

 
 
 

その他、以下の事業も併せて実施しています。 
 
（1）小規模グループケア 

身体的虐待及び心理的虐待により心に深い傷を持つ入所児童に対し、ケア形態を小規
模にすることにより家庭的な環境の中で愛着関係を深めながら養育する事業 

 
  （2）子育て短期支援事業（ショートステイ） 
    児童を養育している保護者が、疾病等により児童の養育が一時的に困難になった時に 
   お預かりする事業 
 
（3）日曜の家事業 

入所児童に一時的な家庭生活を体験させる事業 
 
  （4）里親委託の推進 
    里親支援機関の指定を受け、里親支援専門相談員と関係機関が連携し、里親委託の 
   推進及び支援 
 
   子どもたちの最善の利益を考え、家庭的な養育を基本に一人ひとりの発達段階に合わせ 

たきめ細やかな関わりと、安心安全で健やかに成長できる生活の場を提供しています。 
 

定員 入所児童数 
 38 人   35 人（月平均 34人）

 12 社会福祉事業 

社会見学（水族館） 楽しいお散歩 



茨城県赤十字血液センター 
血液事業運営については、「関東甲信越ブロックの事業方針」及び血液事業本部の「令和 6 年
度事業計画策定要領」に基づくとともに、「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」、
及び「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」等関係法令を遵守
し、採血事業者及び医薬品販売業者としての責務である血液製剤の安全性及び安定した供給体制
の確保並びに献血者の保護に努めるとともに、関東甲信越ブロック血液センター及び同ブロック
内の地域血液センターと連携し、円滑な広域需給管理体制の推進を図りました。 
  
（１）事業内容 
  ア 献血者の安定的確保 
    献血受入計画について、献血バスにおいては、コロナ禍の最中、感染拡大防止のために

献血バスの受入れを取りやめた事業所等に対して、受入の再開依頼を行うとともに、業界
団体（建設業など）への新規実施の働きかけを行うなど、広く県民に血液事業への協力を
呼びかけました。献血ルームにおいては、JR東日本、つくばエクスプレスの鉄道各社とコ
ラボレーション企画を実施し、鉄道ファンの取り込みを狙ったほか、沿線住民・利用客へ
の PR を図りました。全線開通 90 周年を迎えた JR 水郡線との企画では、水郡線終点の
安積永盛駅のある福島県赤十字血液センターにも参画いただいたことによってさらに注
目を集めることができました。またつくばエクスプレスとの企画では、人口流入が続く沿
線のPRを住民にすることができました。 

    また、ラブラッドアプリによる献血予約については、献血者の安定的な確保及び献血会
場内での待ち時間の緩和を目的に、献血ルームだけでなく移動採血会場においても引き続
き推進しました。加えて、血液センターの公式 LINE を活用したショップカードキャンペ
ーンを新たに実施し、お友達登録数を約20,000人（前年度登録者数約15,000人）と大
幅に増加させ、複数回献血及び献血ルームへの誘導を図りました。 

 
  イ 血液製剤の安定供給の確保 
    医療機関からの需要に応じた、特に高単位の血小板成分献血及び400ｍＬ献血の推進に

努めました。 
    供給業務については、365日24時間体制で医療機関の需要に的確かつ迅速に対応でき

る供給体制の充実を図りました。 
    また、非常時の通信基盤強化と受注業務の過誤防止のため、医療機関からの血液製剤受

発注方法について、FAXからWebへの転換を推進しました。 
 
  ウ 献血推進キャンペーン等の実施 
    各種キャンペーンを実施することにより、県民に対する献血思想の普及啓発と献血者の

確保に努めました。 

13 血液事業 



（２）採血実績 
  年度別の採血本数（合計数） 
                          （単位：本） 

採血種別 令和5年度 令和6年度 対前年度比 

200ｍＬ献血 3,293 3,564 108.2%

400ｍＬ献血 70,766 72,909 103.0%

血漿成分献血 21,892 22,051 100.7%

血小板成分献血 6,963 7,405 106.3%

合 計 102,914 105,929 102.9%
 
（３）供給実績 
 血液製剤供給本数（県内供給数） （単位：200ｍL換算本数）   

製剤別 令和5年度 令和6年度 対前年度比 

全血製剤 0 0 ― %
赤血球製剤 131,293 133,082 101.4%
血漿製剤 33,285 31,597 94.9%
血小板製剤 153,675 148,130 96.4%

合 計 318,253 312,809 98.3%
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